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海上災害対策 航空災害対策 鉄道災害対策 道路災害対策


















































































































































































対策基本法（1995 年 12 月改正）





































































































































































































































戸の 25％に相当する約 1,150 万
戸の耐震性が不足すると推計して
いる。2005 年 9 月に政府の中央
防災会議で「建築物の耐震化緊急
対策方針」6）が決定され、耐震化




























































効 果 が あ る か 不 明 だ か ら
どうやって着手・施行したらよ
いかわからないから
面 倒 く さ い か ら
見 た 目 が 悪 く な る か ら
そ の 他
特 に な い
わ か ら な い












平成 19 年 10 月
図表 4　耐震補強工事をしない理由
























































































































































































































































































































































































































































































































　2007 年度に、洪水による氾濫から守られる区域の割合を約 62％（2000 年：約 58％）、土砂災害から保






























































出典：分野別推進戦略（2006 年 3 月 28 日、総合科学技術会議）
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